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デジタル経済と新しい産業像
野口宏
The Digital Economy and A New Industrial Paradigm. 
Hiroshi NOGUCHI 
Abstract 
We have been investigating a new industrial paradigm, which has been re-
vealed in the recent development of the digital economy. 
In this paper, we wil propose a formulation of a new economical system from 
theoretical viewpoints. 
In Part I, we wil summarize the development of the information age toward 
the digital economy from a historical perspective, and wil discuss some implica-
tions of digital and virtual culture. 
In Part I, we wil consider some aspects of modular production systems and 
virtual business activities, based on the transformation of mass production and the 
market character of growing personal needs. 
In Part II, we wil propose a new industrial paradigm, including market struc-
ture, quality of life, and working style. Finally, we wil characterize the current ten-
dency as "beyond system thoughts". 
In Appendix, we wil give brief notes on recent technologies of the internet. 
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はじめに
インターネット元年といわれたのは1995年であるが、それからわずか3年間にインターネッ
トは急速な成長を遂げ、ほぽ面目を一新するに至っている。今日ではインターネットは情報化
の主軸の地位を占めているばかりか、 21世紀に向かって経済・社会の再編のバックボーンと目
されるに至っている。
こうして情報通信革命と結ぴついた新たな産業像が形成されようとしている。筆者はこれま
でこの産業像に明確な輪郭をもたせようと努めてきた 1)。本稿はこの課題に、より理論的な角
度から接近し、新産業像にはっきりした定式を与えようとするものである。
第1章では歴史的視点からデジタル経済に向かう情報化の発展を統括し、デジタル文明およ
びバーチャルの意味を明らかにする。第2章ではモジュラー生産方式とバーチャル経営につい
て、大量生産の変容とニーズの個性化をふまえて考察する。第3章では市場構造、質的な豊か
さ、ワークスタイルをふくむ新たな産業像について考察する。最後にシステム思考の限界を論
ずる。付録として最近のインターネットの発展について若干の考察を付す。
I.情報化の未来
1.デジタル経済に向かって
21世紀を目前にして、金融ビッグバンとか通信ビッグバンなどがしきりに叫ばれている。金
融ビッグバンは日本独特の金融を支えてきた土地神話が終わったことを、通信ピッグバンは
100年にわたる通信の電信電話時代が終わったことを意味している。
世界的に見れば、 90年のドイツ再統一、 91年のソ連崩壊とロシア東欧の市場経済化、 90年代
のアジアの輸出型工業化と通貨危機によるそのつまづき、 EUllカ国の通貨統合、電子商取引
の拡大と電子政府への動き、 NPOの世界的な台頭、等々・・。
これらはもはや世界は二つに分かれて存在できないこと、相互依存が深まりグローバル経済
の時代になったことを示している 2)。そこでは大競争（メガ・コンペティション）が叫ばれる
一方で、大協調（メガ・コオペレーション）も強まっている3)。市場経済への流れがすべてで
はないのである。
＂ 拙稿「グローバル情報ネットワークと産業社会」『情報研究』（関西大学総合情報学部紀
要）第 8 号、 1997.12、拙稿「電子情報ネットワークと産業社会―•一経済のモジュラー構
造のパースペクテイプ」『情報ネットワーク化の社会的展開過程における産業構造の変容
の研究』科学研究費総合研究報告書No.06301077、1997.3、および拙稿「グローバリゼー
ションと情報通信革命」「電子情報ネットワークと産業社会』中央経済社、 1998.5。
2) グローバリゼーションは直接的には市場の狭陰な制約を突破しようとする資本の衝動の
現れであるが、その背景には国境を越えた相互依存の深まりがある。
” 貫隆夫「知識ネットワーク論」『電子情報ネットワークと産業社会』（前掲） 28ペー ジ。
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日本でも91年のバプル崩壊以後の長期不況のもとで、93年には自民党一党支配が終焉に至り、
地価下落、超低金利、銀行破たんは金融恐慌の様相を深め、企業倒産、リストラとホワイトカ
ラーの失業、就職氷河期と若年失業率の増大が深刻化している。また世界最適地生産および調
達をめざす企業の海外ネットワークが広がり、 SOHOやテレワーク、モバイルといったワー
ク・スタイルが姿を見せている。
いずれにしても20世紀または後半の半世紀の長い間、続いてきた各種の秩序をくつがえすよ
うな変化が、あらゆる方面で起こっている。あたかも20世紀を総括するかのようなこれらの事
象は一つの時代の終焉を印象づけるが、こうした変化の根底には世界経済の構造の問題がある
のは明らかである。
20世紀の世界経済を特徴づけるのはアメリカ型の大量生産の経済構造（フォーデイズム）で
ある 4)。それはビッグ・ビジネスを登場させ、巨大機械設備のもとで生産性向上を実現し（フ
ォード生産方式）、一定の生活水準の上昇と高度成長経済を実現した。それがピークに達した
のは60年代であった。
だが70年代にはフォーデイズムは行き詰まり、それ以来、世界経済は不安定な時期がつづい
ている。フォーデイズムに代わる安定した経済構造をポスト・フォーデイズムというならば、
現代はそれに向かう数十年にわたる転換期の道程にあるといえよう。そのキーワードは「グロ
ーバル経済」、「質的な豊かさ」、「デジタル経済」の 3つである。
グローバル経済の根底にあるのはフォーデイズムがもたらした地球環境問題、資源エネルギ
ー問題、食糧問題といった深刻な負の遺産である。そのため持続可能なリサイクル型経済への
転換が迫られているが、その解決はグローバル経済を前提にしてはじめて可能になる。
またフォーデイズムは、その舞台であった先進国では、耐久消費財をはじめとする量的な豊
かさは達成したものの、医療福祉、教育文化、余暇スポーツ、生活環境といった質的な豊かさ
のニーズは充足されていない。こうしたニーズとサプライの不均衡が、フォーデイズムが行き
詰まった真の理由である。
フォーデイズムからの転換のはじまりとともに、危機打開の方策として本格化したのが情報
化である。今日ではグローバル経済への流れを背景にインターネットが普及し、情報化は企業
からグローバルな産業社会に一挙に拡大している。
その先には市民社会をベースに企業、パプリック・セクター（電子政府）、 NPO（非営利組
織） 5)を柱とするネットワーク経済すなわち「デジタル経済」 6)が展望されている（図 1)。
4) フォーデイズムについては拙稿「グローバル情報ネットワークと産業社会」「情報研究』
第8号、関西大学総合情報学部、 1997.12、参照。
5> Non Profit OrganizationないしNotfor Profit Organization 
6) 日米政府の政策文書では、デジタル経済は電子商取引を中心にとらえられているようで
あるが、 ドン・タプスコットら「デジタル・エコノミー』では公共領域を重視し、また
ドラッカー「ポスト資本主義社会』ではNPOを柱の一つと位置づけている。
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図1 デジタル経済の構図
2.情報化の展開
エレクトロニック
コマー ス
情報化は以上の歴史的変化の舞台回しの役割を果たしてきた。重要なことば情報化の歴史を
個々の技術革新ではなく、社会的な変化としてとらえることである。
表lはこうした視点から企業を中心とした情報化の歴史をまとめたものである”。今日の視
点では、それはおおむね4つの時期に分かれる。最初のデータ処理の時期は技術的にはその後
の進展を準備したが、社会的にはまだ前史であり、情報化が本格化したのは第2期以降である。
その第2期は業務オートメーション時代、つづく第3期は組織ネットワーク時代であるが、こ
こまでは企業情報化の時代である。
インターネットを軸とした第4期の産業コミュニケーション時代が本格化するのは21世紀に
入る頃であろうが、そこに至るプロセスはすでにはじまっている。これは企業情報化から産業
社会の情報化への飛躍を意味している。すなわち情報通信革命あるいはデジタル革命ーーたん
なる技術革新ではなく、産業革命のように経済および社会構造の歴史的変革である。
これらの時期はほぽ15年ごとに区切られているが、それはおおむね15年おきに国際金融シス
テムの大転換が起こり、前後して電気通信制度の大変革が起こったからである。 71年のドルの
金交換停止と電気通信回線開放、 85年のプラザ合意＝円高と通信自由化、 2000年頃に予定され
る金融ビッグバンと通信ビッグバンである。
” 詳しくは拙著「情報社会の理論的探究』関西大学出版部、 1998、終章、あるいは拙稿
「情報化の展開と労働および組織の変容」『情報研究』第 5 号~ 1996、を参照されたい。
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表1 情報化の発展段階
時代区分 データ処理
業務オートメー
組識ネットワーク
産業コミュニケー
ン` ／ヨノ‘ ション
時期
50年代半ば～60 70年代～80年代 81年代半ば～90
2]世紀初頭
年代末 半ば 年代末
技術指標 スタンドアロン
オンライン・リア クローズトネット オープン・ネット
ルタイム ワー ク ワー ク
範囲 作業 業務 組識 社会
目標 作業改善 経営管理 競争戦略 事業創造
労働 単純労働 技能分解 ホワイトカラー増 コラポレーション大
経済 高度成長 低成長・国際化 円高・バプル崩壊
グローバリゼー
ション
転換の背景 通信回線開放 通信事業自由化 通信ピッグバン
ドル・ショック プラザ合意＝円高 金融ピッグバン
これらを境に世界経済は新たな段階に入り、企業の経営環境も大きく変わった。情報化はそ
れぞれの時代の経営環境に適応するための武器として推進されたのである。そのため時代ごと
に情報化の性格も目的も領域も形態も、質的にはっきり異なっていることに注意されたい。
当然ながら情報化をみる視点も時代とともに変わる。第 1期から第4期までの情報化の視点
は、作業改善、経営管理、競争戦略、事業創造と次第に高くなってきた。そこでこれからの情
報化の意味を、もう少し大きな視野から考えてみよう。
3.デジタル文明
情報化は機械文明の延長というより情報文明、デジタル文明というべきものであることは次
第にはっきりしてきた。
デジタルはアナログに対比されるが、アナログとは類似という意味で、何らかの位相
(topology;近さあるいは距離）を基準とする連続の世界のことである。それに対してデジタ
ルのデジットとは指あるいは数字という意味で、離散的なものの組み合わせの世界である。
理論の領域でいえばアナログは解析学や代数学およびそれらを基礎とする力学やシステム論
の世界である。デジタルは整数論や数理論理学およびそれらを基礎とするプログラミングや記
号論の世界である。
一般に自然成長的な秩序は、何らかの位相関係に基礎をおいたアナログ的な秩序である＼
1次デジタル化はそれを何らかの単純な要素に分解することである。連続音声の音節への分化、
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有機体の細胞への分化、社会的生産の分業化、労働の単純部分作業への分化、終身雇用のパー
トタイマーヘの分化などを思い浮かべればよい。
しかしそれだけでは要素は自立したものではない。たとえば音声のデジタル符号はそのまま
ではアナログ復号化する以外に意味をなさない。すなわちこうした要素はもとのアナログ的脈
絡でしか意味をもちえず、勝手に組み替えることはできない。
だがそれらの要素を分析して何らかの関連のもとにまとめれば、新たな可能性が生まれる。
2次デジタル化は、要素の系列を分析して何らかの機能上ないし意味上のまとまりを抽出し、
それをもとに自由に組み替え (recompose) られるようにすることであり、それが本来のデジ
タル化である。
そのもっとも発展したものはいうまでもなく言語である。連続音声を音節に分割するのが1
次デジタル化、それを単語にまとめ、自由に組み替えて文をつくり、無限の表現力をえるのが
2次デジタル化である。これは人間だけがもっている社会的な能力である。
機械は力学を基礎としているから基本的にはアナログの世界である。オートメーションはカ
学だけでなく、システム論と結びついている。
システムには古典的システムと有機体論的システムがある。古典的な「体系」の意味のシス
テムは、①相互に関わり合う多数の要素から成り、②全体が統一されているもの、いいかえれ
ば複雑な中に統ーがあるものである。
複雑な機械システムがその例である。徹底した分業化とヒエラルキー型指揮命令を特徴とす
る企業組織も、鉄道のような機械システムの管理運用のために発展したものであり、機械シス
テムに適合的である。
それに対して有機体論的システムとは、有機体をモデルにした本来のシステムであって、上
記に加えて、③外部環境と相互作用し、④その中で統一を維持する機能をもつものである。バ
ーナード以降の管理組織論は有機体論的システムに属する叫
これはフィードバック機構に見るように、そのベースは生理学である。したがって有機体論
的システム論はたんなる力学的世界を超えているが、総合的に見れば、まだ生理学の力学的解
釈ともいうべき段階である。
システムにはまた線形システムと非線形システムがある。線形とは「重ね合わせの原理10)」
が成り立つ世界で、何らかの平衡（均衡）の近くで近似的に成立する連続の世界である。力学
や電磁気学はもとより、新古典派経済学の一般均衡理論も線形理論である 11)。
古典力学は線形方程式であるが、重力理論（一般相対性理論）は非線形方程式である。そこ
ではプラックホールのような特異点、不連続が生じ、また時空という座標軸が物質の運動と独
8) 長期的に見れば断絶が生ずるので必ずしもアナログ＝連続とはいえない。
9) 村田晴夫『情報とシステムの哲学』文慎堂、 1990、参照。
10) 原因を重ね合わせれば結果も重ね合わせたものになるという原理。
l" 塩沢由典『複雑系経済学入門』生産性出版、 1997、参照。
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立でなくなる。
非平衡熱力学も非線形方程式である。熱機関は非平衡現象であるが、近似的には平衡理論で
扱うことができる。システム論も平衡に引き戻すフィードバック制御であるかぎりは、線形の
世界として扱われる。
複雑性の科学は非線形現象に着目したものである。非線形とは線形近似が成り立たない世界
であり、必ず特異点や不連続が生じる。これを一般的に取り扱うことはむずかしく、それぞれ
の類型ごとに扱うほかはない。非線形の一つの類型がプログラミングなどの言語の世界であ
る。
4.モジュールとバーチャル
建築も力学が基礎であるが、それだけではない。建築の基準寸法を「モジュール」というが、
これは建築物の各部のサイズをその整数倍にとることで、構成上の秩序を与えるものである。
ホイットニのマスケット小銃にはじまる互換部品もモジュールといわれるが、これは部品の
補充互換性、すなわち同一規格の部品と入れ替える (replace)互換性である。これを 1次デ
ジタル化とすれば、建築モジュールは建築設計の自由度を飛躍的に高めるもので、 2次デジタ
ル化にあたる。
このようにデジタル化とはアナログ的秩序を何らかのまとまり＝モジュールに分解し、再構
成の自由度を大きく高めるものである。アナログは自然的機能的、デジタルは社会的表現的と
もいえよう。機能と表現が深く融合一体化するのが現代の特徴であることは、ソフトウェアを
見ればよく分かるであろう。
本稿でいうモジュールとは①完結性をもたず、他に依存して機能を実現する②コアは個性的
である③インタフェイスは標準化され、カスタマイズできる④一定の自立性をもつ、ような形
態である。これらによって特徴づけられる形態は、製品、サービス、組織のいずれを問わずモ
ジュールということにする。
そのプロトタイプはプログラミングの世界に見られる。すなわちプログラムの錯綜した網の
目を構造化し、再利用を容易にしたまとまりをモジュールという。その極限形態はオブジェク
ト指向でいう「オプジェクト」である。それはデータ（個性的コア）とメッセージ機能（標準
インタフェイス）を担うメソッドとを備えている。
モジュールを組み合わせて再構成された新たな秩序はいわばバーチャルな世界である。バー
チャルとはネットワーク上の事象のことだと割り切って考える向きもあるが、ここではもう少
し本質的な意義を与えよう。
バーチャル (virtual) とは「仮想」と訳されるが、これは「仮装＝似て非なるもの」と誤解
されやすい。そのため virtualmarriageといえば偽装結婚と受け取られかねないが、じっさい
には内縁関係のことである。
つまりバーチャルとは「事実上の」「形はともかく実質的には」という意味で、形式よりも
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実質に重点をおいた概念である。とはいえ持続的な形式が伴わないから一過性で安定性に欠け、
その意味で「仮想＝かりそめのもの」なのである。
バーチャル・リアリティとは意味的に再構成された現実であり、写真や映画もバーチャル・
リアリティである。言語をはじめとする表現世界はもともとバーチャルなのである。言葉だけ
では空虚でも、行動が伴えば現実の人間関係を形成する。
このようにバーチャルな世界は現実世界の意味的な再構成であり、もともとのアナログ的秩
序を形づくる位相的な境界にはとらわれない。アナログ的には異なった秩序に属する写真や音
声、文字などがデジタル化によりマルチメデイアに融合するのもその一例である。
I．これからの生産と組織
1. フレキシブル生産方式の限界
フォーデイズムはアメリカ型の大量生産による「規模の経済 (economyof scale）」とケイン
ズ政策のもとで、内需拡大型の持続的な経済の高度成長を可能にした経済構造である。
しかし70年代には生産性の伸びの鈍化、公害の深刻化、新製品の枯渇が顕著になり、耐久消
費財の普及が一巡して需要が減退すると、アメリカの企業収益や国際収支は目立って悪化し、
ついにはドル・ショック（金交換停止）をきっかけに石油危機が起こった。
こうして高度成長時代は終わり世界経済は低成長時代に入った。よい製品を安くつくれば売
れる時代は終わり、フォーデイズムは歴史的限界に立ち至ったのである。
この困難を打開する手段としてマイクロエレクトロニクス (ME)が動員され、フレキシプ
ル生産方式が現れた。それによって生産プロセスが容易に設計変更に対応できるようになり、
設計面からは多品種少量生産が引き合うようになった。こうして多品種混流生産による「範囲
の経済 (economyof scope)」の追求が可能になった。
この方式はジャストインタイム (JIT)経営、戦略的情報システム (SIS) とともに80年代の
日本型生産システムを形成し、日本企業はそれを武器に円高を乗り越えた。この成功により一
時はフレキシプル生産方式がポスト・フォーデイズムとみなされたりしたが、バプル崩壊によ
り結局それは幻想に終わった。
フレキシプル生産方式はポスト・フォーデイズムではなく、そこに至る過渡的な段階であり、
フォーデイズムを手直ししたネオ・フォーデイズムにすぎなかった。巨大な生産設備による一
貫生産体制という基本はフォーデイズムのままで、多品種化といってもトータルでは大量集積
型の生産に変わりはなかった。
フォーデイズムとちがうのは、生産過程さらに販売・調達過程に情報ネットワークという神
経網を張りめぐらし、市場予測に代わって市場の売れ筋の変化に即時に適応しようとしたこと
である。そこに有機体化＝システム化の意義があるが、すでに述べたように、これまでのシス
テム論はアナログの論理を超えるものではなかった。
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フレキシブル生産方式を管理運用する組織も、フラット化して横への連絡は密になったが、
中枢の判断に全組織が一糸乱れず従うという点では、むしろ中央集権を強化するものであった。
そのため労働は高度な知識が必要になったが、創造性を生みだすような組織にはならなかっ
た。
2.ニーズの個性化
ポスト・フォーディズムを考えるには、何よりも今日の市場におけるニーズの変化を見なけ
ればならない。
グローバル経済によって顧客が世界に広がれば、ニーズはそれだけ多様化、個性化する。ま
た生活環境や福祉など質的な豊かさのニーズは地域に密着したものであり、本質的に個性的な
ニーズである。すなわちニーズの個性化がこれからの経済の基本的な流れである。
90年代のビジネスでは顧客満足 (CS)が強調されるようになった。たんに顧客の注文通り
のものをリーズナブルな価格で提供するだけでなく、いかに早く納入するか、顧客のクレーム
にいかにすばやく対応するかなどトータルな顧客ニーズの充足が重要視されるようになったの
である。
これはユーザが主導するようになった市場に対応するためのビジネスの品質改善運動であ
り、ビジネス・プロセスの再設計（リエンジニアリング）につながった1210
そもそも顧客が商品を買うのは所有欲を満足させるためというよりも、その効用によって何
らかのニーズを満たすためであり、ニーズとは本来個性的なものである。顧客満足のためには
個性的なニーズを満たすサービスが求めらるし、効用そのものも物によるサービスと考えられ
る13)0 
つまり顧客満足というのは、物よりもサービスの方が基本という視点の転換なのである。そ
こでは商品は原則として個性的なニーズに合わせたサービスに包まれて提供されることにな
る。
その好例はコンピュータ業界のソリューション・サービスである。今日ではハードやソフト
のパッケージはきわめて多様化し、しかもつぎつぎと新製品が登場している。そこで顧客のビ
ジネスニーズをよく把握し、通信サービスを含む各種のパッケージを選択して組み合わせ、そ
れらをカスタマイズして運用サービスまで責任をもつわけである。
ソリューションとはビジネス上の問題解決を専門的に支援するサービスである。顧客が求め
るのはそのサービスそのものであり、物はアウトソーシングでもよいのである。ニーズはきわ
めて個性的な内容をもっているから、ソリューションはサービスを一方的に提供するのではな
12) ハマー、チャンピー『リエンジニアリング革命』日本経済新聞社、 1993。
13) マルクスはサービス (Dienst)概念について立ち入った考察は示していないが、使用価値
の有用な作用＝役立ちの意味にもこの概念を用いている。「資本論」全集23巻原著207ペ
ジー。
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く、顧客と協力して問題解決をめざすわけである。
生活上のニーズについても、たとえばインテリア・コーデイネータは限られたスペースで個
性的な生活満足をえるためのソリューション・サービスと考えられる。かつてウイリアム・モ
リスは「生活の芸術化」をとなえたが、そうした生活の質を高めるニーズはいっそう強くなる
であろう 14)0
個性的なニーズには顧客満足をめざすソリューションが不可欠であり、それはより一般的に
はコーデイネーションである。質的な豊かさは個性的なニーズを満たすサービスが基本である
から、このようなビジネスの経験の蓄積が未来につながることになるであろう。
3.モジュラー生産方式
フレキシブル生産方式が限界にぶつかった本質的理由は、個性化するニーズに完成品の多品
種化だけで対応しようとしたことである。個性的ニーズに一企業だけで対応しようとしても、
時間がかかりすぎ、リスクが大きすぎるのである。
ソリューション・サービスが成り立つのは、多様なパッケージが豊富に供給され、しかもそ
れらが互いに組み替えられるようになっているからである。それらのパッケージのコアは個性
的であるが、インタフェイスは標準化されている。こうした一定のまとまりをもつ半製品やサ
ービスがモジュールである。
ソリューションはニーズに即してモジュールを適切に選択し組み合わせる。モジュールが十
分に多様であれば、たんなる多品種化よりはるかに多様なニーズに短時間に対応できる可能性
がある。これまでアナログ的秩序にあった製品がさまざまなモジュールに分かれ、それらが企
業を超えて再構成される、それによって再構成の自由度が大きく拡大するところに、個性化し
たニーズヘの対応力が生まれるのである。
したがって個性的なニーズを満たすには、優れたモジュールを供給するベンダと、それらの
モジュールを適切に組み合わせて個性的なニーズを満たすコーデイネータが基本になる。ー企
業でニーズに対応する一貫生産に代わって、多くの異なる企業がリンクして一つの事業が成立
するのである。
モジュールは異なる企業から提供されるものであっても、それぞれが一つのビジネスの重要
な環をなしている。したがってモジュールはきちんと組み合わせられるようにインタフェイス
が社会的に標準化されなければならない。それを保障するものは一種の産業インフラである。
ちょうど電気のコンセントの形が標準化されているために、電気機器が混乱なく接続できる
ようなもので、このインフラは制度的な性格をもっている。 1つのモジュールでありながら、
制度インフラの性格をもつものをプラットフォームという。 WindowsなどのOSもその一例で
あることはいうまでもないであろう。
14) 池上惇「情報社会の文化経済学』丸善ライプラリー、 1996。
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ほかにもたとえば宅配便サービスは配送モジュールと考えられるが、相手先がどこに居ても
同じ手続きで混乱なく配送できることで、通信販売や電子商取引の円滑な取り引きを可能にし
ている。このばあい宅配便はそうした商取引のビジネス・プラットフォームと考えることがで
きる15)。
以上のようなモジュールを基礎とした産業像を生産方式としてとらえれば、モジュラー生産
方式と呼ぶことができよう。それがポスト・フォーデイズムを担いうるかどうかはまだこれか
らの問題であるが、その可能性はおおいにあろう。これまでの3つの生産方式を比較したもの
を表2に示しておく 16)0 
表2 生産方式の比較
生産方式 フォード生産方式 フレキシプル生産方式 モジュラー生産方式
生産形態
大量集積型／標準品一貫 適応集積型／多品種統合 分散連結型／カスタマイ
生産 生産 ズ生産
作業方式 流れ生産／大ロット 混流生産／小ロット セル生産／中ロット
生産システム オートメーション ジャストインタイム コンカレント開発
情報システム 単独システム SIS、CIM
グローバル・ネットワー
ク
経営目標 コスト・パフォーマンス 適切な品揃え 顧客満足
経営戦略 設備の巨大化 関連企業囲い込み
アライアンスによる事業
創造
市場特性 大量消費市場 セグメント市場 カスタム市場
経済環境 内需拡大型 低成長、国際化 グローバリゼーション
経済特性 規模の経済 範囲の経済 連結の経済
モジュラー生産方式の姿は言語と比較することができる。モジュールは名詞や動詞などの単
語に相当するとすれば、プラットフォームは代名詞、接続詞、助詞といった単語を結びつける
文法的な働きをもつ単語といえよう。
そうだとすればソリューションはこれらを結ぴつけた文になるであろう。適切な単語を選ん
15) 宅配便はネット通販の仲介、代金回収にもサービスを広げている。日本経済新聞
1998.11.5。
16) 前掲拙稿「グローバリゼーションと情報通信革命」表1-2を一部修正の上、再掲したもの。
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で文を作るように、適切なモジュールを選択して状況にフィットしたコンポジションをつくる
のである。いいかえればソリューションはバーチャルな秩序をつくり出すのであり、内容的に
はコーデイネーションである。
それは必ずしもニーズに合わせて最適な解をめざすわけではない。個性的なニーズは少数の
最適化目標に単純化できるものではなく、扱いやすさや習慣へのフィット、状況変化への対応
のしやすさなどを含んだ総合的なものである。それはいわばテクノロジーからアートヘの転換
であり、感性が重視されるゆえんである。
これまでの産業構造が諸器官からなる生体モデルに近かったとすれば、これからはむしろ言
語モデルに近くなるわけで、ここにもデジタル文明の特性が現れている。
4.バーチャル組織
モジュールは機能的には独立していても、社会的には相互に深く依存し合っている。したが
って比較的まとまったモジュールでも、ベンダはカスタマイゼーション・サービスが不可欠で
ある。そうであるならモジュール・ベンダやコーデイネータは、たんなる商取引にとどまらず、
互いに連携する必要がある。
モジュールの相互依存性が大きいほど、連携の必要も多岐にわたる。電子商取引の本質はた
んなる商取引にとどまらず、 EDIやCALSに見るように、ネットワークを媒介とした企業間あ
るいは企業消費者間のリンケージにある。
最近サプライチェーン・マネジメント (SCM)が注目されている。原料・部品サプライヤ
から組立メーカ、物流業者、販売店に至る物の流れを一貫して管理し、顧客ニーズに合わせた
ムダのない物流をめざすものである。これはジャストインタイム (JIT)経営から学んだもの
であるが、そこには重要なちがいがある。
JIT経営は系列企業グループのネットワークであり、そこではコア企業に情報が集中され、
すべての企業部門がその指示に的確に従うことで成り立つものである。それに対してSCMは
対等な企業同士がネットワークを通じて連携するものである。
さまざまな企業間のリンケージが円滑に行われるためには、相互のインタフェイスすなわち
リンケージのためのビジネスの仕組みが互いに透明になるように標準化されなければならない。
今日、 1S09000（品質基準）や1S014000（環境基準）を取得する企業が増えているが、これ
らは結果としての品質等だけでなく、それを保障するビジネスの仕組みの明確化を求めている。
これらの取得は、取引上の優位だけでなく、ビジネスの仕組みの標準化、透明化をめざしてい
るのである。
またERPパッケージ17)の導入は、それらによる固有の経営効率化以上に、ビジネス・スタイ
ルを標準に合わせるというねらいがある。もとより標準化されるのはビジネス・インタフェイ
11 Enterprise Resource Planning。独SAP社の製品が独占的な位置を占めている。
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スであって、ビジネス・コアは個性的な内容が求められる。
このようにみれば製品やサービスのみならず、ビジネスの組織ユニットそのものが、モジュ
ールになるわけである。モジュラー生産方式のもとでは、企業組織もモジュール化されるので
ある。
つまり企業は開発、製造、サーピスその他のモジュール化されたビジネス・ユニット（チー
ム）から構成されるようになる。それらはそれぞれの明確な能力を提供するサーバであり、互
いにうまく連携し、クライアント（顧客）と協力してビジネスを行うのである。
産業革命以来の大工業のもとでは、企業組織そのものが、あたかも機械のごとく、ヒエラル
キー型に編成された。大量生産のフォーデイズムでは企業組織は巨大な官僚制組織に発展した。
バーナードが示唆するm) ように、生産手段も労働者も統合されて協働システムをなすのである
から、生産方式と生産組織が形態の上で照応するのは、何の不思議もないのである。
モジュラー・ユニットは企業内で連携するだけでなく、他企業のユニットとも連携する。自
由なリンケージを実現するためには、それらを媒介する仲介者の役割が重要になる。
いわゆる中抜き (Disintermediation) とは再編の一面にすぎない。たしかに関係が再編され
る以上、これまでの関係を媒介してきた仲介者は不要になる。
だが取引先がどこにいるのか、どのような事業を営み、どのような実績をもち、どれだけ信
用できるのかが分からなければ、企業リンケージは現実化しない。新しい関係を生み出すには、
仲介者は不可欠である。プラットフォームやコーディネーションの発展もまさしくこうした仲
介の必要に基づくものである。
空間的に分散したモジュラー・ユニットが連携し合って 1つのプロジェクトを推進するもの
は、モジュールの意味的な再構成であるから、バーチャル組織ということができる（図 2)。
連携の手段としての情報ネットワークがそれを可能にしているのである。
とくに異なる企業に属するモジュラー・ユニットが連携して一つのビジネスを行うなら、そ
れはバーチャル・コーポレーションである。それは法人としての形式を欠いているがゆえにか
りそめのものではあるが、ビジネスの主体として十分な能力を備えている。
rn1 C.I．バーナード『経営者の役割』ダイヤモンド社、 1995（原著1938)。
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図2 バーチャル組織の概念図
m.新しい産業像
1.市場の変容
社会的生産の発展は分業の発展としてみることができる。分業には社会的分業と企業内分業
がある。分業とは社会的生産のデジタル化と考えることができる。企業内分業は一般に細分化
され自立しておらず、 1次デジタル化である。
社会的分業は商品分野ごとに自立しているが、一般にアナログ的秩序に強く制約されている。
それに対して企業組織がモジュール化され、それぞれのモジュラー・ユニットが他社のユニッ
トと連携できるようにビジネス・スタイルが標準化され、市場を通じて自由にそれらの連携が
実現できるならば、それは2次デジタル化である。
これまでの経済の図式では、一方で自由競争市場があり、他方では組織された企業があると
いう対極構造であった。市場はいわばビジネスの座標軸であって、企業とは独立しているとみ
なされていた。
だがモジュールは固有の効用だけではなく、他のモジュールと連結してえられる効用が生命
である。連結効用が顕著なモジュールには、それと結びつくモジュールの状況が取り引きを左
右するようになる。市場にこれまでとちがったバーチャルな脈絡が生じるのである。
これを「連結の経済 (Economyof Network)」という。それは規模や範囲の経済のように供
給側の節約効果ではなく、むしろユーザ側の節約効果である。ユーザ主導の市場環境が連結の
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経済をクローズ・アップさせたのである。
複雑性の経済学でいう収穫逓増、ポジテイプ・フィードバック、自己組織化などはこうした
状況を指している。いいかえればビジネスの座標軸である市場そのものがビジネスによって累
積的に変容するという非線形現象である。
これまでは企業の連携はあっても系列企業同士であって、そこには自由な取り引きはなかっ
た。これからは企業が自由に連携先を選ぶのがふつうだとすれば、そこでは企業のサーバとし
ての能力そのものが取り引きされることになる。
企業の能力はこれまではもっぱら自社の利益に貢献するのが目的であった。だがここでは不
特定の他社とうまく連携でき、他社にも貢献できる能力が競われる19)0
逆にいえば連携する相手先に対して責任が生じ、そこで発生するさまざまなリスクを引き受
けることが、ビジネス・パワーになる。企業の役割は自己完結的なピジネスを行うというより、
他社と連携できるような能力を育てることである。
こうして市場には自由競争の一方で、さまざまな連携、バーチャルな組織関係が埋め込まれ
る。他方で企業組織もモジュールに分かれ、相互に競争の関係が埋め込まれる。自由市場と企
業組織の対極構造はいわば相互に浸透するのである。
規模の経済に基づく資本集中の時代は終わり、それに代わって連結の経済に基づく資本集中
が進む。その 1つの形態は研究開発のリスク分散である。ー企業で研究開発を進めるのはリス
クが大きすぎるので、企業の提携から合併への動機が生ずる。
また連結効用の大きい相互補完的なビジネスの提携、合併も資本集中の形態となる。提携に
とどまる場合、資本は持株会社を通じて事業企業を支配することで、資本集中を実現する道を
選ぶことになる。
新しい市場像を示したものが表3である20)。コーデイネーションはニーズに密着したもので
あるから、多くは地域的な競争市場になる。それは必ずしもニーズに合わせて最適なシステム
をつくるとは限らない。個性的なニーズは少数の最適化目標に単純化できるものではなく、扱
いやすさや習慣へのフィット、状況変化への対応のしやすさなどを含んだ総合的なものであ
る。
19) 小野隆生「ネットワーク型維織構造の形成」「電子情報ネットワークと産業社会』中央経
済社、 1998。
幻） 前掲拙稿「クローバリゼーションと情報通信革命」表1-3を一部修正の上、再掲したもの。
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表3 競争条件から見た市場構造
市場の特性 プロフィット・セクターの例
ノン・プロフィット・セクタ
ーの例
ソリューション システム・インテグレータ ポランティア
（地域的競争市場） サーピス・ショップ 生活協同組合
モジュール モジュール・ペンダ 学術文化団体
（国際的競争市場） サーピス・モジュール（サーパ） 図書館
プラットフォーム 基本ソフト・パッケージ インターネット
（寡占市場） 金融・配送・通信の社会システム 標準化機関
インフラ
道路、通信、電カネットワーク 教育、文化、福祉の施設
法的制度・政策 道路、都市・生活基盤
コーデイネーションは適切な単語を選んで文を作るように、適切なモジュールを選択して状
況にフィットしたコンポジションをつくる。インテリア・デザインなどを考えればよく分かる
と思うが、それは前述のようにテクノロジーからアートヘの転換である。
モジュールには製品とサービスがあり、その市場は一般に世界的な競争市場であるが、コス
ト・パフォーマンスだけでは競争できないであろう。むしろモジュール・コアの卓越した個性
が競われるのである。そこでは研究開発が重要であり、製造そのものはアウトソーシングでも
いいわけである。
その意味ではモジュール・ペンダはサプライヤというより開発サーバである。またサプライ
ヤとしても顧客をはじめ他社とサプライ・チェーンを組んで円滑に連係するといったサービス
機能が求められる。ここでも物からサービスヘという顧客満足の視点が重要なのである。こう
してみればモジュール・ベンダもまたモジュール・サーバとしてとらえられる。
プラットフォームも世界市場であるが、制度インフラは知的財産として保護されるので、寡
占化の傾向が生じやすく、進歩が止まることのないような方策を求める必要があろう。
2.質的な豊かさとNPO
フォーデイズムで物質的な量的な豊かさが達成されたのは、機械化により労働生産性が向上
し、それが人びとに還元されたからである。質的な豊かさについても「生産性」が向上し、そ
の効果が人びとに還元されるのでなければ、豊かさに結実しえず、経済構造を支えることもで
きない。
質的な豊かさはニーズが本質的に個性的であるだけでなく、教育や福祉のように、しばしば
受益者と負担者が異なるのが特徴である。また教育や文化は直接の受益者だけでなく、それを
通じて広く社会が恩恵を受ける。したがって個人よりもコミュニティとしてのソリューション
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が求められ、マーケットの論理だけでは対応できないのである。
そこでパブリック・セクタの役割が基本となるが、量的な豊かさに基づく利益を質的な豊か
さの分野に再配分するだけでは、生産性向上へのインセンティブは十分でなく、まして個性的
なニーズヘの対応は難しい。福祉国家の破たんの本質的理由はそこにあり、産業社会の中で失
われたコミュニティの復活が解決のカギを握っている。
個性的ニーズヘの対応という面では、何よりも人間力の発揮が重要であり、その面ではボラ
ンティアの寄与が期待され、またその意思をもつ人びとも増えている。だがボランティアは自
主性に基づくものであり、企業や行政がこれを援助することはできても、組織することは本質
的に不可能である。
そこで注目されるのがコミュニティ・セクタとしてのNPO（非営利組織）である。 NPOが
サービスの主体になるとともに、受益者を代表する交渉力をもち、サービスを支える企業とも
連携して事業を行う。
こうした方向への動きは欧米はもとより、 H本でもNPOの法人化を定めた特定非営利組織
法 (1998)の成立を契機に強まっている。もちろんNPOといっても、必要な事業能力が前提
であり、それとともに受益者の要求を反映し、ボランティアの善意を引き出しうる民主的運営
が重要である。
さらに受益者自身がサービスを受ける組織を選択することによって競争原理が働くように
し、サービス向上と生産性向上をはからねばならない。個性的なサービスには人間力が基本で
あるにしても、情報ネットワークやソフトのフレキシブルな機能の活用によって、効率化への
期待は少なくない。それらをふくめNPO支援の重要性に対しても認識が深まっている。
もちろんNPOである医療法人や福祉法人の実情を見ても、問題はそれほど簡単ではないが、
わが国では2000年にはじまる介護保険制度がNPOの一つの試金石となると考えられている2110
3.創造的労働のネットワーク
労働の知識化や科学化の流れは、労働手段の自動化の流れと同じく、産業革命以来の傾向で
ある。その限りでは、今日の労働が高度の知識を必要とするといっても、産業革命の延長上の
ものということになる。
だがこれまでの労働の知識化は、主として既存の複雑なシステムを理解し、それに自己を適
応させるためであった。それに対して今日の労働の特徴は、変化著しい環境のもとで、つぎつ
ぎと新たな問題を発見し解決するという創造的な労働が主要になっていることである。
その背景には、産業革命以来の設備の大型化と工場の労働生産性向上が極限に達すれば、利
2" 介護実施団体は企業、 NPO法人をとわず登録でき、認定された非介護者との契約に基づ
いて一定の介護サービスを実施すれば、介護保険から規定の報酬が団体に支払われる。
中沢『ボランティアの時代』岩波書店、 1998、参照。ただし現状では保険料負担に見合
う介護が十分に供給されないおそれが大きいなど矛盾も少なくない。
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潤をめざす競争は必然的により高度の人間力を必要とする領域に移らざるをえないという事情
がある。
ジャクトインタイム経営においても、変化する市場に的確に対応するようにシステムを運用
するには、 TQCなどを通じた労働者の創造的な知恵の結集が不可欠であった。また多品種化
と商品サイクルの短期化によって不断に新製品開発が迫られ、その製造プロセスをふくめた研
究開発活動が著しく拡大した。
のみならず競争激化のもとで顧客を獲得するためには、あらゆる活動を見直し、営業や管理
の労働者の創意をも十全に引き出すことが必要になる。メーカの親会社は研究開発と営業に特
化し、製造は子会社に委託するということも珍しくない。ソフト労働もますます創造性が求め
られるようになり、ソリューション・サービスのようなコンサルティングをふくむ問題解決そ
のものが事業化されるに至っている。
要するにビジネスそのものが開発型に移行し、不断のビジネス開発が求められるようになっ
ているのである。知的所有権の重要性が高まり、研究開発のリスク分散が資本集中の主な要因
になり、知識創造戦略が叫ばれるのも、そのためである。
そこで求められるのは高度の知識基盤をもち、既存の知識ストックを活用しながら、共同し
て問題の発見解決を進める創造的な労働である。すなわち創造的であるとともに組織的な労働
であり、チームの中で共同して創造性を発揮するネットワーク型の労働である。
このような労働の原型は大企業の研究開発活動のうちに見ることができる。そこでは一般に
専門別の部門と課題別のプロジェクトが組み合わされているね）。だが今日の特徴は、科学技術
分野に限らず、むしろ管理学や情報学をふくむ社会諸科学の知識が重要になっていることであ
る。
創造的な労働はリスクが大きく成果が労働時間に比例しないから、労働はフレキシプル化し、
評価は能力主義、成果主義への傾向を強めることになる。また経営環境とともに必要な知識基
盤が変化するから、企業は必要とする専門家をすべて自ら育てることは困難になる。
そこで企業はジャストインタイムに人材の確保をはかるため、社会的な高等教育の充実と能
力を表示する資格制度、さらに任期制のような短期雇用による労働市場の流動化を求めること
になる。日経連の新・日本的経営の提言23)はその現れである。
けれども労働者は短期雇用で生活が不安定になる上に、たえず自己の再教育にはげまなけれ
ばならず、そこには大きな矛盾がある。そこで労働者は生活を安定させ、自己再教育のゆとり
22) 成功している例では、研究者は両者の間を適切に往復してキャリヤを形成する。野中郁
次郎ほか『知識創造企業』東洋経済、 1996、参照。
お） 『新時代の「日本的経営」』日経連、 1995。ここでは労働者を終身雇用の長期蓄積能力活
用型、短期雇用の高度専門能力活用型、パートの雇用柔軟型に区分している。その中心
点は高度専門能力活用型にあり、裁量労働制を拡大した98年9月の労働基準法改訂の眼
目もそこにある。
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を生み出すための交渉力をもっため、自らの組織を必要とする。
その交渉力の源泉は、企業が労働者を必要とすることだけでなく、労働者の創造性に依存せ
ざるをえなくなったことである。したがってその組織はユニオンよりもギルドに近いものにな
るであろう。
創造的労働者はその創造性を維持発展させるために、企業内だけでなく、学協会といった知
的ネットワークに加わり、広く知識を吸収することが不可欠である。また企業としても知識ス
トックの陳腐化が早いので、たえず外部から知識を吸収しなければならない。
こうした知的ネットワークや、知識を交換するコミュニケーションの主要な手段であるイン
ターネットは企業の専有物ではない。したがって創造的労働者は企業に雇用されなくても仕事
をする条件をもつことができ、ばあいによっては自ら起業する道も開かれている。
これらを背景に学協会などが、その本来の役割とともに、メンバーの自己再教育、資格表示、
相互扶助、起業の仲介援助、雇用における交渉力、社会的発言力などの機能をもつようになれ
ば、それはこれからの産業社会において重要な役割を果たすことになるであろう。
4. システム思考を超えて
すでに述べたように、近代の経営管理論はシステム論と結びつけられてきた。それは制度上
のシステムというだけでなく、有機体論的システムの特徴である統一を維持する機能が、経営
管理の要請に合致していたからであろう。
いずれにしてもシステムの要素ははっきり定義でき、そのシステムに属することが前提にな
っている。いいかえればシステムの内部構造と外部環境は明確に区別されているのである24)0 
しかしバーチャルなネットワークの成長によって、いまやこの前提がゆらいでいる。たとえ
ばパソコンのモジュールは特定のパソコンの一部分として設計製造されるわけではなく、パソ
コンの世界全体を前提に作られるのである。したがって特定のパソコンに組み込まれた後も、
いつでもはずして再利用できる。
人も企業を渡り歩き、企業の一員であるだけでなく、 NPOにも加わり、学協会にも属する。
派遣労働者のように給与を受ける会社と働く会社がちがうばあいもある。これからは複数の企
業に属すのさえ例外ではなくなるだろう。
アウトソーシングでは受託企業は委託企業のために働くが、それはサービスを売っているだ
けかもしれない。だがコンソーシアムの開発チームは自社とともに他社のためにも働いている。
いずれにしてもシステムの境界ははっきりしなくなる。
そうするとシステム論の特徴である最適性の原理もゆらぐ。最適性原理とは全体目標に向け
て最適化をはかり、その状態を維持することである。最適化とは部分最適を超えて全体最適を
24) 市場システムや言語システムはこの条件を満たさないように見えるが、これらの場合は
制度上あるいは文法上のシステムであって、あらゆる市場取引やあらゆる文章をふくむ
システムをいうのではない。
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はかるところに意義がある。変化する状況のもとでも、変化が予測できる範囲内なら最適化の
対象になりうる。
だが予測できない変化のもとでは、最適化したときにはすでに最適ではないであろう。複雑
な状況のもとでは最適化の目標自体を絞りきれなくなる。ヒューマン・インタフェイスの設計
では目標である「使いやすさ」とは何かは容易に定義できない。
そのうえシステムの境界がオープンに広がっているなら、全体最適もありえない。ソフトウ
ェアは再利用可能なようにモジュール化されるのであって、モジュールはそのソフトウェアの
目的だけのために全体最適化されるのではない。
このような状況のもとでは、要素＝モジュールの部分最適を優先し、全体としては一貫性を
保てるように調和をはかるほかはない。最適という機能的原理に代わって、調和といういわば
芸術的原理が優位に立つのである。
このようにシステム論が限界をあらわにするのが、デジタル文明の特徴である。それに代わ
るものはもはや一つの全体目的のもとに統合するものではありえないであろう。
そこでは記号論が一定の役割を果たすことになろうが、より本質的にいえば、複雑性の科学
が示唆するように、歴史的視点の復権が求められているのではなかろうか。
付記
本稿は富士通経営研修所機関誌への寄稿論文25)をベースに書き改めたものである。本研究を
進めるに当たって関西大学の学部共同研究費 (1997年度）を受けたことを付記する。
付録 インターネットの最近の発展
インターネットは95年のWindows95の登場をきっかけに社会に広く認知されるようになっ
た。そしてその後のわずか3年間に、インターネットは新興のメデイアからデファクト・スタ
ンダードのメデイアとしての地位を確立した。
そこでインターネットをめぐる最近の発展を以下にまとめておく。これらのほとんどはこの
3年の間に登場したものであり、まだ定着したわけではないが、すでに大きな流れになってい
る。これらを一覧すれば、この間の進歩がいかに巨大なものかがわかるであろう。
(1)インフラとして
〇インターネット・ユーザは世界で3億人を超え、年々倍増の勢いが続いている。
〇衛星、携帯電話、 CATV網、 xDSLなど多様なメデイアがインターネット・アクセスに用い
られている。
お） 拙稿「新しい産業像とデジタル・エコノミー一‘ノリューション・サービスを考える」
"Fujitsu Management Review (FMR)”、No.200、富士通経営研修所、 1998秋。
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0日本のインターネット・プロバイダも3000社を超え、ネットワーク相互をつなぐ商用IX（交
換ポイント）も登場している。
〇パソコン通信も、しだいにインターネットに置き換えられつつある。
〇インターネット・プロトコルTCP/IPは標準プロトコルとなり、従来、世界標準とされたOSI
プロトコルは大きく後退している。
ONGI（次世代インターネット）ではセキュリティが大幅に改善され、新プロトコル1Pv6によ
ってIPアドレスの制限も無くなり、リアルタイム通信機能を備え、バックボーンの通信容量
（速度）もギガビットに拡大されようとしている。
〇高機能、高信頼性を要求される教育、医療等の専門的情報ネットワークは従来インターネッ
トとは別に構想されていたが、これらも事実上、 NGIに準拠しながら、必要によりクローズ
ト・ネットワークを構築する方向である。
〇国際通信におけるインターネットのトラフィックはすでに電話のそれを上回り、アメリカで
は国内でも電話に迫っている。
〇電話のコネクション型ネットワークに対して、インターネットのコネクションレス型ネット
ワークの優位が明らかになり、その方向で電気通信の国際的再編が進められようとしてい
る。
(2)メデイアとして
owwwはユニバーサルな情報提供手段になっている。
owwwプラウザは事実上、情報ネットワーク上のあらゆる情報にアクセスするユニバーサル
なアクセス・ゲートになっている。各種の専用のアクセス画面もWWWプラウザに移行する
方向である。
〇ホームページを検索するサーチ・エンジンが急速に発展し、それらアクセスの著しく多いペ
ージのもとに、 WWWのポ＿タル（玄関）が形成されている。
owwwは事実上マルチメディアの標準フォーマットになっている。すなわち図面や写真
(JPEG, GIF)、文書 (PDF)、サウンド (RealAudio)、アニメ (Shockwave,Dynamic HTML)、
動画 (MPEG2,Quick1ime)、3次元バーチャル・リアリティ (VRML)などへと表現力を
拡大している。
owww表現の構造化も進んでおり、フレーム構造では、ページ間の関係をも視覚的に表現で
きる。 JavaScriptを用いれば、ページの関係をプログラムでき、画面に応じた機能ポタンや
流れる字幕やアニメなど多彩な表現の変化が可能になる。
owwwサーバと他のアプリケーションの連携を実現するCGIによって、インタラクテイプな
機能が拡大できる。たとえばWWWプラウザからデータベースに直接アクセスできたり、サ
ーバがアクセス状況を収集することもできる。
〇ホームページを自動的に探索収集するエージェント技術や、ユーザからのアクセスを待つだ
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けでなく、ユーザに情報を送り届けるプッシュ技術など放送型の機能も拡大している。
WebZineなど新聞雑誌のオンライン化も行われている。
〇インターネット上で電話の機能を実現するインターネット電話も事業化され、電話と競合し
ている。またWebTVなどインターネット放送も実験されている。放送のデジタル化ととも
にテレビとパソコンの一体化が予想されるなど、既存メデイアとインターネットの融合が進
んでいる。
(3) ビジネス・プラットフォームとして
〇インターネットは電子調達、インターネット求人、インターネット広告などグローバルな電
子商取引のビジネス・プラットフォームになっている。
0バーチャル・ショップが広がり、物品販売のほか、各種予約サービスや不動産取引、証券取
引にも及んでいる。
0電子マネーをはじめインターネット上の電子決済が各種、実験されている。
〇ネットワーク上の企業連携が進み、新しい業態が生まれ、バーチャル・コーポレーションが
現実のものになっている。
〇連携のためのCALSやEDIなどのプロトコルの開発が急がれている。
〇電子商取引に関する各種標準化が国際間で強力に推進されている。
0行政においても業務処理、申請届出の電子化、ネット上のワンストップ行政、 WWWによる
情報公開など電子政府に向けた動きが進んでいる。
ONPOもインターネットを主要な活動手段としている。
〇企業内の情報ネットワークもTCP/IPに基づくイントラネットに移行しつつあり、関連企業
をもカバーしたエキストラネットヘと発展している。ファイアウォールなどセキュリティ対
策も進んでいる。
OVPNなどインターネットを専用ネットワークのように使う技術も発展している。
03層C/S（クライアント／サーバ）システムにおいてはメインフレームによる基幹システム
もその中に包摂される方向である。
〇ソフト産業の主要な努力もインターネット応用におかれている。
OHTMLを拡張したXMLにより、 WWWで送られた情報をコンピュータで自動処理でき、ビジ
ネス応用が拡大する。
owwwプラウザがJava言語で書かれたプログラム（アプレット）をダウンロードして動作
させることにより、プラウザ上であらゆる情報処理を実行できる。つまりWWWブラウザは
ユニバーサルな情報処理インタフェイスになり、それのみ動作するネットワーク・コンピュ
ータが、パソコンに置き換わる可能性がある。
〇インターネットをプラットフォームとして、 1人1台のパソコンによりEUCが急速に進み、
SOHOやテレワーク、モバイルが拡大している。
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このように見てくれば、インターネットは普及が進んだだけでなく、内容も変身を遂げてお
り、その結果、既存のほとんどのメデイアと重なり合い、それらの再編を迫るに至っているこ
とがわかる。
むろんそのことはすべてが順調ということではない。これまでの秩序の再編を迫る以上、そ
こには大きな摩擦が生ずることも事実である。インターネットの発展によって既存のメデイア
のいくつかはその使命を終えることになるであろう。
だがあらゆるメデイアがインターネットに一元化されるというような、多様化の流れに反す
ることは起こらないであろう。むしろさまざまなサービスがメデイアのちがいを超えて組み合
わされ、新たなコミュニケーションの可能性が生み出されるであろう。そのような再編の軸に
インターネットが位置づけられるのは間違いない。
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